
発議第２号 

 

市川市次期クリーンセンター整備・運営事業に関する施設整備工事請

負契約に対する決議について 

 

 上記議案を別紙のとおり市川市議会会議規則第１４条第１項の規定により提

出いたします。 

 

  令和７年６月２５日 

 

 

提 出 者                 

市議会議員 創 生 市 川 ・ 自 民 党 第 １ 稲 葉 健 二 

〃 創 生 市 川 ・ 自 民 党 第 ２ 中 山 幸 紀 

〃 市 民 ク ラ ブ 中 町 け い 

  



  



市川市次期クリーンセンター整備・運営事業に関する施設整備工事請

負契約に対する決議 

 

 市川市次期クリーンセンター整備・運営事業に関する施設整備工事請負契約

について、本事業の適正かつ効率的な推進を図ることを求める。 

この契約は、施設の設計・建設・維持管理及び運転管理を一括発注するＤ

ＢＯ方式を採用して入札が行われたものである。市は提案審査による技術評価

点と入札価格における総合評価値を算定し、その総合評価値が一番高い入札参

加者を落札者に決定した。地方自治法第２条第１４項の規定の趣旨は、「地方

公共団体は、その事務を処理するに当つては、住民の福祉の増進に努めるとと

もに、最少の経費で最大の効果を挙げるようにしなければならない」とある。

その趣旨からすると、本来入札金額の低いところに落札されるというのが一般

的な考え方である。しかし、今回の落札者の契約金額はほかの入札参加者と、

金額的な乖離が大きいが、その差を上回る技術評価であったと考える。その上

で、市として下記事項の実現に向け、最大限努めることを強く求める。 

 

記 

 

１．技術革新により、より効率的な運用が期待できる場合においては、運営コ

ストを見直すこと 

２．将来的なエネルギー政策及び環境負荷低減の観点から、本施設におけるご

み焼却時の発電効率を最大限に高めるよう技術的工夫を重ね、エネルギー

回収能力の向上を図ること 

３．焼却灰の発生量を抑え、最終処分量及び処分に要する費用の低減を図るこ

と 

４．不燃・粗大ごみにおける資源化物の純度及び回収率の向上により、売却益

の増加を図ること 

５．脱炭素社会の実現へ向け、運営期間中だけでなく、設計・工事期間中にお



いても、ＣＯ２排出量の削減を図ること 

６．リチウムイオン電池を含む危険物の除去に関する機器の導入とともに、万

が一の火災・爆発等に備えた安全対策を徹底すること 

 

以上、決議する。 

 

 

   



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

提案理由 

市川市次期クリーンセンター整備・運営事業に関する施設整備工事請負契約

について、本事業の適正かつ効率的な推進を図ることを求めるため本決議を提

案するものである。  



  



発議第３号 

 

高額療養費制度の自己負担限度額を据え置くよう求める意見書の提出

について 

 

 上記議案を別紙のとおり市川市議会会議規則第１４条第１項の規定により提

出いたします。 

 

  令和７年６月２５日 

 

 

              提 出 者 

                  市議会議員  やなぎ 美智子 

                    〃    清 水 みな子 

                    〃    廣 田 德 子 

  



  



高額療養費制度の自己負担限度額を据え置くよう求める意見書 

  

高額療養費制度の見直しとして、政府は１か月あたりの自己負担限度額を

段階的に引き上げる方針であった。しかし、患者団体などからの要望を踏まえ、

今年８月の引上げを一旦見送り、今後の制度のあり方について今秋までに再検

討する方針となった。 

高額療養費制度は、大きな手術などで医療費が高額となった場合に、所得

に応じた一定の自己負担限度額を定める制度で、公的医療保険制度のセーフテ

ィーネットと言われる。  

全国がん患者団体連合会が実施したアンケートでは、「自己負担限度額が

引き上げられると治療が出来なくなる」、「２０代のがん患者で、これからま

だまだ家族とともに生活していかねばならない。医療を必要としている人のた

めに、どうかこれ以上負担を強いないで」など、多くのがん患者が切実な実情

とともに引上げ反対を訴えている。  

現役世代の中には、仕事や日常生活を続けながら、切迫した状況で毎月の

医療費を支払い続けている患者とその家族が存在している。特に、長期にわた

って継続した治療を受けている患者とその家族にとって、自己負担限度額が引

き上げられることで生活が成り立たなくなる、あるいは治療の継続を断念しな

ければならなくなる可能性が危惧される。  

よって、本市議会は国に対し、高額療養費制度の自己負担限度額を据え置

くよう強く求めるものである。 

 

以上、地方自治法第９９条の規定により意見書を提出する。 

 

  



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

提案理由 

 関係行政庁に対し、高額療養費制度の自己負担限度額を据え置くよう求める

意見書を提出するため提案するものである。 



発議第４号 

 

暮らしを守るために緊急に消費税を減税するよう求める意見書の提出

について 

 

 上記議案を別紙のとおり市川市議会会議規則第１４条第１項の規定により提

出いたします。 

 

  令和７年６月２５日 

 

 

              提 出 者 

                  市議会議員  やなぎ 美智子 

                    〃    清 水 みな子 

                     〃    廣 田 德 子 



  



暮らしを守るために緊急に消費税を減税するよう求める意見書 

 

帝国データバンクの調査によると、主要な食品メーカー１９５社における、

家庭用を中心とした今年４月の飲食料品値上げは４,２２５品目で、ピークを迎

えた２０２３年１０月以来、１年６か月ぶりに単月で４千品目を超えるなど、

大規模な値上げラッシュが発生しており、急激な物価高騰により国民生活は困

窮度を増している。 

消費税は低所得者ほどその負担が大きくなり、また、事業者にとっては消費

税分を商品の価格に転嫁できなくても課税され、経営が赤字であっても納税義

務が生じ得る税制である。そのため、物価高騰に苦しむ国民の暮らしと中小企

業の事業活動を守るための緊急対策として、消費税率を引き下げる減税の効果

は大きいものがある。現に、今年４月に実施された朝日新聞の世論調査では、

消費税を「一時的にでも引き下げるほうがよい」が５９％で「いまのまま維持

するほうがよい」の３６％を大きく上回っており、消費税減税は国民の一大要

求となっている。 

なお、消費税減税の実施に当たっての財源については、財務省が「法人税率

が引き下げられてきたにもかかわらず、国内の設備投資や賃金は増えていない」

との分析を示していることから、引下げの効果が薄い法人税率を、直近の段階

的引下げ以前の水準である２８％に戻すなど、大企業や富裕層の優遇税制を正

して応分の負担を求める税制改革を実施することで確保することは可能である。  

よって、本市議会は国に対し、暮らしを守るために緊急に消費税を減税する

よう強く求めるものである。 

 

以上、地方自治法第９９条の規定により意見書を提出する。 

 

  



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

提案理由 

 関係行政庁に対し、暮らしを守るために緊急に消費税を減税するよう求める

意見書を提出するため提案するものである。 



発議第５号 

 

物価上昇に見合う年金支給額の引上げを求める意見書の提出について 

 

 上記議案を別紙のとおり市川市議会会議規則第１４条第１項の規定により提

出いたします。 

 

  令和７年６月２５日 

 

 

              提 出 者 

                   市議会議員  やなぎ 美智子 

                    〃    清 水 みな子 

                    〃    廣 田 德 子 

  



  



物価上昇に見合う年金支給額の引上げを求める意見書 

 

 総務省が今年４月に公表した消費者物価指数によると、２０２５年３月の総

合指数（生鮮食品を除く）は前年同月比３．２％の上昇となり、国民生活への

物価高騰の影響は深刻さを増している。とりわけ米価の上昇が続く中で、年金

を頼りに生活をしている高齢者からは「暮らしていくことができない」との悲

鳴が上がっている。  

そもそも、年金額を物価上昇より下回らせるマクロ経済スライドによって、

第２次安倍政権以後の１３年間で、公的年金は実質８．６％も削減された。こ

れがなければ、現在、月１０万円の年金を受給している人は、月９，４００円、

年間で１１万円も多く年金を受給できていたことになる。  

年金制度改革においては、現在２９０兆円、給付の５年分もため込んでい

る巨額の年金積立金を、年金の引上げに活用することや、高額所得者の保険料

優遇を見直して応分の負担を求めるなどにより、マクロ経済スライドを見直す

べきである。年金を物価の値上がりや賃金上昇に追いつかせて引き上げ、現役

世代にも減らない年金を保障することが持続可能な年金制度にとって重要であ

り、今こそ物価上昇に見合う年金への改革を進めるべきである。  

よって、本市議会は国に対し、物価上昇に見合う年金支給額の引上げを強

く求めるものである。 

 

以上、地方自治法第９９条の規定により意見書を提出する。 

  



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

提案理由 

 関係行政庁に対し、物価上昇に見合う年金支給額の引上げを求める意見書を

提出するため提案するものである。 

  



発議第６号 

 

サイバー対処能力強化法及び同整備法の廃止を求める意見書の提出に

ついて 

 

 上記議案を別紙のとおり市川市議会会議規則第１４条第１項の規定により提

出いたします。 

 

  令和７年６月２５日 

 

 

              提 出 者 

                   市議会議員  やなぎ 美智子 

                    〃    清 水 みな子 

                    〃    廣 田 德 子 

  



  



サイバー対処能力強化法及び同整備法の廃止を求める意見書 

 

サイバー攻撃による被害を防止するとして、国民がスマホやパソコンなど

で送受信する通信情報を常時収集・監視するとともに、警察や自衛隊が疑わし

い海外のコンピューターに侵入し、使用不能にすることを可能とする「重要電

子計算機に対する不正な行為による被害の防止に関する法律（サイバー対処能

力強化法）」及び「重要電子計算機に対する不正な行為による被害の防止に関

する法律の施行に伴う関係法律の整備等に関する法律（同整備法）」が５月１

６日に成立した。  

法の目的は、自治体を含む電気・水道・鉄道・航空・金融といった基幹イ

ンフラの事業者などへのサイバー攻撃による被害の防止とされているが、重大

な問題点や危険性が指摘されている。  

第一に、憲法が保障する通信の秘密を侵害することである。基幹インフラ

の事業者などは政府との協定に基づき、利用者との間で通信する情報を利用者

の同意なく政府に提供することになる。政府が情報を恣意的に選別していない

か、サイバー攻撃とは無関係の情報を消去したかを確かめる制度がないことは

問題である。また、収集した情報は外国政府など第三者に提供可能であり、警

察や自衛隊が自らの業務で使用することも可能である。これは、警察が風力発

電事業に反対する市民の個人情報を収集し、民間企業に提供したことを違法と

断じた、いわゆる「大垣事件判決」をないがしろにするものである。  

第二に、自衛隊と警察が憲法と国際法に反した先制攻撃に踏み込む危険性

である。自衛隊と警察は、収集した情報に基づき疑わしいと判断した海外のコ

ンピューターに侵入し、使えなくする無害化措置が行える。相手国の同意もな

く疑いだけで無害化措置を行えば、重大な主権侵害、先制攻撃とみなされる危

険がある。警察は犯罪の処罰を超えた無害化措置を裁判所の令状なしに実施で

き、警察のあり方も大きく変質することになり、監視・分析対象の拡大を懸念

するものである。  

よって、本市議会は国に対し、サイバー対処能力強化法及び同整備法の廃止



を強く求めるものである。 

 

以上、地方自治法第９９条の規定により意見書を提出する。 

  



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

提案理由 

 関係行政庁に対し、サイバー対処能力強化法及び同整備法の廃止を求める意

見書を提出するため提案するものである。  



  



発議第７号 

 

刑事デジタル法の廃止を求める意見書の提出について 

 

 上記議案を別紙のとおり市川市議会会議規則第１４条第１項の規定により提

出いたします。 

 

  令和７年６月２５日 

 

 

              提 出 者 

                   市議会議員  やなぎ 美智子 

                     〃    清 水 みな子 

                     〃    廣 田 德 子 

  



  



刑事デジタル法の廃止を求める意見書 

 

捜査機関が企業や個人に対し、スマートフォンやインターネット上の膨大

な電子データの提供を罰則付きで命じることができる「情報通信技術の進展等

に対応するための刑事訴訟法等の一部を改正する法律（刑事デジタル法）」が

５月１６日に成立した。  

この法は、記録媒体への複写の手間なくオンライン上で直接、データその

ものを取得できるようにするもので、事業者に対しては、捜査機関に提供した

ことを漏らさないよう義務付ける秘密保持命令が可能となり、違反した場合の

罰則も創設される。  

そのため、捜査機関は本人に知られず、現状よりも速く大量のデータを収

集・蓄積・利用することができるため、事件と関連がない大量の情報が捜査機

関に収集される危険性が高まるとの指摘がされている。  

この法は、オンライン証人尋問や盗聴の対象犯罪の拡大など、捜査機関の

利便性や権限を拡大する一方、被疑者・被告人の立場に置かれた市民がオンラ

インで弁護人と接見し、電子化された書類を授受する権利を認めていないなど、

国民の権利保障や弁護活動に資する制度は盛り込んでいない。国民の権利・自

由を守るため、捜査機関による情報の収集・保有・利用の乱用防止・消去など

のルール作成と、独立した第三者機関を設置する立法措置こそ必要である。  

よって、本市議会は国に対し、刑事デジタル法の廃止を強く求めるもので

ある。 

 

以上、地方自治法第９９条の規定により意見書を提出する。 

 

  



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

提案理由 

 関係行政庁に対し、刑事デジタル法の廃止を求める意見書を提出するため提

案するものである。  



発議第８号 

 

ガザ地区における即時かつ持続的な人道的停戦を求める決議について 

 

 上記議案を別紙のとおり市川市議会会議規則第１４条第１項の規定により提

出いたします。 

 

  令和７年６月２５日 

 

 

提 出 者                 

市議会議員 創 生 市 川 ・ 自 民 党 第 １ 稲 葉 健 二 

〃 創 生 市 川 ・ 自 民 党 第 ２ 中 山 幸 紀 

〃 日 本 共 産 党 清 水 みな子 

〃 市 民 ク ラ ブ 中 町 け い 

〃  とくたけ 純 平 

  



  



ガザ地区における即時かつ持続的な人道的停戦を求める決議 

 

イスラエルとハマス等のパレスチナ武装勢力との間では、武力衝突と停戦

が長年にわたり繰り返されている。この１年半あまり、とりわけガザ地区にお

いてはイスラエル軍による攻撃が長期化し、こどもや女性、高齢者を含む多く

の市民が死傷するなど、危機的な人道状況にある。 

国連総会は、２０２５年６月、日本を含む１４９ヵ国の賛成により「パレ

スチナのガザ地区について即時停戦と、ガザ地区で捕らわれているすべての人

質の即時解放を求める決議」を採択した。国内においても、２０２４年６月、

衆議院、参議院のそれぞれで「ガザ地区における人道状況の改善と速やかな停

戦の実現を求める決議」が採択された。また、地方議会では、２０２４年１２

月末時点で、全１７８８議会のうち４２２議会が、ガザ地区の即時停戦を求め

る決議や請願、意見書を採択している。 

こうした状況を受け、本市議会は、下記事項について早期に実現するよう

求め、決議するものである。 

記 

 

１．即時かつ持続的な人道的停戦及び人質の即時解放 

２．人道上の被害の抑制、人道支援物資の供給を通じた人道状況の改善 

 

以上、決議する。 

 

 

 

 

 

 

 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

提案理由 

ガザ地区における即時かつ持続的な人道的停戦を求めるため本決議を提案

するものである。 


